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「中国経済の減速は吉か凶か」 

ファイナンス学科教授 久
く

保
ぼ

英
ひで

也
や

 

中国の 2011 年の経済成長率は 9.2％で前年の

10.4％からやや減速したものの、引き続き高い

成長を続けています。ギリシャの財政破綻に端

を発した欧州通貨危機は欧州の内需減退を引き

起こし、それと連動して諸国の輸出の減少を招

来しましたが、中国も例外ではありません。同

成長率 9.2％を分解しますと（9.2％に対する影

響度、以下、寄与度と言います）、国内最終消

費で 4.8％の押し上げ、総資本形成（中央地方政

府と企業の投資）が同 5.0％、純輸出がマイナス

0.5％と輸出の減退が成長率を引き下げている

ことがよくわかります。 

中国経済の先行きを懸念する声も聞こえます

が、2012 年は欧州の景気の減速基調は続くもの

のアメリカの景気が循環的に上昇局面に入るこ

とから、アメリカ、日本も落ち込む世界同時不

況の局面は避けられると考えています。リーマ

ンショックの影響を受けた2009年における中国

の純輸出の経済成長率に対する寄与度はマイナ

ス 3.6％でしたので、この数字を前提にすると

2012 年の経済全体の成長率は 6％程度となりま

す。ただ、ここまでの減速を考える必要は無い

ように思います。 

むしろ経済の減速は物価上昇に抑制の決め手

を欠く中国の経済政策に余裕度を与えます。

先々週の 3 月 16 日から 19 日に中国大連市にあ

る東北財経大学を共同研究のため訪れましたが、

近代的なショッピングセンターの横にある露天

市場の野菜や果物の値上がりは大きく、生活の

質が下がっているとの声を聞きました。逆に、

都心に近くかつ海が望める「星海広場」一体の

高級住宅地では、不動産価格が北京や上海では

ピークアウトしているにもかかわらず、高級マ

ンションの建設がどんどん進んでいます。2 軒目

以降の物件取得に対する住宅ローンの規制強化

など政策は出ていますが、景気の大きな減速と

不動産価格の暴落が同時に進まないような経済

政策の舵取りが求められています。 

下図は中国の消費者物価（総合指数と食品価

格）と住宅価格の変動を示したものです。庶民

の生活に直結する食品価格の変化率は総合指数

の変化率よりかなり大きく、物価上昇局面での

低所得層への影響が気になります。2011 年に入

り実線で示した総合物価指数は低下しています

が、折れ線グラフの食品価格は高止まりし、よ

うやく 2012 年度に入り低下を示しています。た

だ、棒グラフで示した住宅価格は未だ明確に低

下トレンドを示しておらず、また、厳しい金融

政策が不動産価格に決定的なダメージを与える

可能性があるため、高すぎる住宅価格水準の是

正には経済の成長速度を調整する必要がありま

す。 

共産党の新指導部が発足する秋以降、公共投

資が再び増加してくることも考えられることか

ら、現在の中国の景気減速は消費者物価にとっ

ても、政治の安定に直結する格差問題にとって

も好ましい状況であると考えます。 
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住宅価格（注） 総合物価指数の対前年同月比

食品価格対前年同月比

図 中国の消費者物価と住宅価格

（注） 住宅価格は2010年までは月次データなく、年間上昇率をプロット。

2011年6月以降は対前月増加率。

（出所） CEICデータベースを用い、筆者が作成。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

国鉄闘争の歴史的意義

 

著者：社会システム学科教授 大和田
お お わ だ

敢
かん

太
た

 

収録：龍谷法学、第 43 巻第 3号  

 

 

 

 

 

 

 2010 年 6 月 28 日、最高裁判所第三小法

廷において、国鉄から JR への分割民営化に

よる一部労働組合員の不採用問題について、

和解協議が成立しました。国労・全動労を

はじめとする国鉄労働者の 23 年間に及ぶ

闘争の最終決着であり、労働者・労働組合

の不屈の団結活動が歴史的な勝利を得た瞬

間でした。本論文は、この国家的不当労働

行為と評価された国鉄闘争について、企業

内労働組合運動の枠にとどまらない歴史的

意義を労働法的見地から記録しました。 

 第一の意義は、企業再編における従業員

の身分保障の問題です。企業の再編過程に

おける従業員の地位の継承について、従来

は、自動継承の方式がとられ、NTT 発足で

は地域的に分割されただけで、職員の身分

に変動はありません。しかし、JR において

は、国鉄改革法が自動継承方式を排除し、

その後、社会保険庁や雇用・能力開発機構

の再編成でも、一部職員の排除方式が取り

入れられることになっています。この退

職・再雇用方式は、金融界の再編でも活用

されることになりました（みずほ銀行発足

では、さすがに、国会でも問題になり、自

動継承方式となりましたが）。国鉄改革法

は、法律本体の中で、排除規定を設けまし

たが、その後の社会保険庁では、「附則」

により導入することになり、国鉄改革法は、

国鉄の再建という意義を超えた労働政策全

体の転換を促すものでもあったことを示し

ています。しかし、JR 各社は､最後まで使

用者責任を認めなかったものの、最高裁で

の和解によって、この方式の違憲性が確認

されることになりました。 

 次に、この国鉄闘争の分析を通じて、労

働者の権利闘争と公共交通の確立の課題の

結合、団結権と交通権の融合という新たな

課題を明らかにしました。その実験的な試

みとして、今、ヨーロッパ特にフランスで

高唱されている「無料スト」論を検討して

います。 

 かつて「昔陸軍、今総評」と喧伝されま

したが、その中核部隊であった公労協など

官公労の影響力は見る影もありません。労

働運動の主流が、国鉄の分割民営化を企業

内労使関係問題と位置づけたため、国家的

不当労働行為に対抗できず、労働運動の後

退を促し、今日の大阪における公務員バッ

シングに繋がっているのです。その意味で、

国鉄闘争を通じた労働者の権利闘争を評価

するものです。 

今週の論文紹介
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著者のつぶやき 



  

 

  

  

今から 30 年ほど前、高校生だった私は、

生物同好会（「同好会」という名称ですが正

式な「部」です）の部活動を通じて、団体の

運営に関して客観的な根拠に基づいた決定

ができないものか、部活の研究テーマに関し

て収集したデータをどのように分析したら

客観的な主張ができるのか、ということに興

味を持ちました。そして、部活を引退後、大

学では数学やコンピュータを用いて経営や

経済の問題を分析するような学問を学びた

いと思いまして、「経営工学」を専攻できる

大学に進学しました。 

私の広い意味の研究分野は「オペレーショ

ンズ・リサーチ」（以下「OR」と表記します）

です。OR は、様々な分野の問題に対して、デ

ータに基づいて「科学的な意思決定」を行う

為の手段として用いられ、経営の問題では生

産計画、スケジューリング、在庫管理などに

応用されています。OR の一分野である「数理

計画」は、条件を満たして目的に合致する「最

適解」（生産計画の例では、使用可能な資源

量の制約の下で利益が最大になる生産量）ま

たはその近似解を、数学による理論的な裏付

けに基づいて求めます。現実の問題では「整 

 

数」の値で最適

解を求めたいこ

ともあり、その

ような問題は解

の候補の数が膨

大な為、最新の

コンピュータを

用いても解くこ

とが困難になる

例が多々あります。私の研究テーマは、整数

値の最適解を探す為の数学的な理論や、効率

の良い解法の開発に関わることです。 

 私が所属する情報管理学科は、企業の経営

活動で生じる様々な問題に対して、数理モデ

ルや情報技術を応用して具体的な解決策を

見出せるような人材などを育成することを

目指しています。OR の手法や考え方を通じて、

複雑な問題に出会ったときにそれをどうモ

デル化し分析するのかといった物の考え方

が重要だということを、学生が認識できるよ

うな教育を行いたいと思いつつ、その為の具

体的な方法については今なお試行錯誤中で

す。 

情報管理学科准教授 内
ない

藤
とう

雄
たけ

志
し

 

 

 

 

日韓共同環境シンポジウムのご案内 
 

日時： 3 月31 日（土）13 : 20-16 : 45 

会場： コラボしが21  大会議室 
 

明日 3月 31 日(土)、滋賀大学リスク研究センターと韓国啓

明大学校が、①韓国の経験を生かした水質モニタリングと流

域ガバナンスの検討 ②原子力災害など小頻度大規模災害に

おける琵琶湖水系の保全や住民保護等について、本学佐和学

長による基調講演と、嘉田滋賀県知事はじめ専門家を集めた

シンポジウム『琵琶湖の「水リスク」を見つめる』を開催い

たします。 

詳細は下記サイトをご覧ください。皆様のご参加をお待ち

申し上げております。

http://www.econ.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=10/2/5/8:10           リスク研究センター長 久保英也
く ぼ ひ で や

教員紹介「内藤雄志」 

リスク研究センター通信 
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＊当リスクフラッシュをご覧頂いて、関心のある論文等ございましたら、下記事務局までメールでお問い合わせください。 

  

 発行：滋賀大学経済学部附属リスク研究センター 

 編集委員：ロバート・アスピノール、大村啓喬、金秉基、久保英也、

澤木聖子、得田雅章、弘中史子、宮西賢次  
  滋賀大学経済学部附属リスク研究センター事務局 （Office Hours:月－金 10:00-17:00)

 〒522-8522 滋賀県彦根市馬場 1-1-1   TEL:0749-27-1404  FAX:0749-27-1189

  e-mail: risk@biwako.shiga-u.ac.jp 
  Web page : http://www.econ.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=10/2 
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「リスクフラッシュご利用上の注意事項」 

  
 本規約は、滋賀大学経済学部附属リスク研究センター（以下、リスク研究センター）が配信する週刊情報誌「リスクフラッシュ」を購読希望され

る方および購読登録を行った方に適用されるものとします。 

  

【サービスの提供】 
1. 本サービスのご利用は無料ですが、ご利用に際しての通信料等は登録者のご負担となります。 
2. 登録、登録の変更、配信停止はご自身で行ってください。 
  
【サービスの変更・中止・登録削除】 
1. 本サービスは、リスク研究センターの都合により登録者への通知なしに内容の変更・中止、運用の変更や中止を行うことがあります。 
2. 電子メールを配信した際、メールアドレスに誤りがある、メールボックスの容量が一杯になっている、登録アドレスが認識できない等の状況に

あった場合は、リスク研究センターの判断により、登録者への通知なしに登録を削除できるものとします。 
  
【個人情報等】 
1. 滋賀大学では、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第59号）に基づき、「国立大学法人滋賀大学個

人情報保護規則」を定め、滋賀大学が保有する個人情報の適正な取扱いを行うための措置を講じています。 
2. 本サービスのアクセス情報などを統計的に処理して公表することがあります。 
  
【免責事項】 
1. 配信メールが回線上の問題（メールの遅延，消失）等によりお手元に届かなかった場合の再送はいたしません。 
2. 登録者が当該の週刊情報誌で得た情報に基づいて被ったいかなる損害については、一切の責任を登録者が負うものとします。 
3. リスク研究センターは、登録者が本注意事項に違反した場合、あるいはその恐れがあると判断した場合、登録者へ事前に通告・催告することな

く、ただちに登録者の本サービスの利用を終了させることができるものとします。 
  
【著作権】 
1. 本週刊情報誌の全文を転送される場合は、許可は不要です。一部を転載・配信、或いは修正・改変して blog 等への掲載を希望される方は、事前

に下記へお問い合わせください。   
  

 *尚、最新の本注意事項はリスク研究センターのホームページに掲載いたしますので、随時ご確認願います。 

                                                （ http://www.econ.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=10/2/3:12 ） 


